フランスにおける消費者の過剰債務問題への対策 消費者信用の改正に関する2010年7月1日の法律第737号の検討 by 都筑 満雄













































たものが， 1998年には 11万 7854件と年間 10万件を突破し， 2009年には年
間21万 6396件と年間 20万件ぞ上回っている。とりわけ 2008年から 2009
年にかけては 18万8485件から 21万6396件と件数が大幅な上昇を見せてい
る。その後も， 2009年 10月から 2010年9月が 21万 7340件， 2010年 10月


























































































































信用支払事故全国データベース (FICP)恨めiernational des incidents de rembour-
































































































































































































の法律 (1989年 12汚31日の法律第 1010号いわゆる Neiertz法)が制定された。同
法は行政的な過剰債務委員会による和解的整理 (reglementamiablel と執行裁










































































































































































































































































































































































































































































































た裁判官は開始の期日に明らかに債務者が法 330-1条 3項 1号に定めるのと
向じく差押可能な財産を有していないと認める場合には(法332-9条1項l，
積極財産の不足を理由とする問手続の終了をその開始と同じーっの判決に































































































































































































































2) 2007年度から 2011年度までの 5年閣のプランス銀行の統計については，
http・!!wvvw.banque-france.fr!fr!instit!telechar!protection_consommateur!bar0111εtre-
surende社ement-20 1 T3-donnees. pdfを参照。
3) 今般の改正の作業において元老院に提出された報告書の一つで、ある， Dominatiの
報告書の指摘するところでもある。 Rapp.Dominati， Doc. Senat， n" 447， 2008-2009， 
p. 39 ets. 
4) 法案理由である LoinO 2010-737 du 1" juilet 2010， Projet de loi portant reforme 











特に， P. F1ores， La reforme et la prevention du surendettement， AJ famille janvier 
2011， p.18 ets; J. )ulien， Les apports de la loi n" 2010ω737 du 1" juilet 2010， portant 
reforme du credit a laconsommation， en matiとrede surendettement， Dr. fam. no-
vembre 2010， p.17 ets;). Cal乱is-Auloy= H. Temple， Droit de la consommation 
8ed. Dalloz 2010， p.458 ets et 652 ets; Y. Picod H. Davo， Droit de la consomma 
tion 2己d.Sirey 2010， p.351 etsを参照した。
8) 予防に資する制度として一般に挙げられるのが以下の制度と後述の積極的データ
ベースであるが，これらの他にも，広告規制や期限前弁済，暴利規制，仲介業者の規
制uなどを挙げる者もある。).)ulien， op. cit. 7)， p. 17 ets; Y. Picod H. Davo， op. cit 
7)， p.353 ets. 





取引に関する義務と責任(1)(2・完)J早法85巻4号 29頁以下， 86巻 1号63頁以
下{f参照した。
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11) このデータベースを設けた趣旨およびその制度の概要については， J. Calais-Au-
loy = H. Temple， op. cit. 7)， p.458 ets et 652 ets; G. Raymond， La loi nO 2010-737 




審議での発言による。 Ch.Lagarde， AN. 2'. Seance， 8 avril 2010 
13) P. Flores， op. cit. 7)， p.21参照。
14) このような積極的データベースの利点については， V. Vigneau = A. Lauriat， La 
reforme du droit du surendettement dεs particuliers par la loi du 1" juilet 2010， D. 
2010， p.2601; P. Flores， op. cit. 7)， p.21などを参照した。
15) P. Flores， op. cit. 7)， p.20 ets. 
16) S. lvlendes-Gil， Les contrats de credit speciaux: credit renouvelable， credit affecte， 
regroupement de credits， credit gratuit， Dr. et patr. octobre 2010， p.54 ま7こ例えば，
V. Legrand， La nouvelle philosophie du credit renouvelable， Gazette du Palais 24 25 




17) 以下のこの部分の改正の内容については，主として S.Mendes-Gil， op. cit. 16)， 
p.54 ets; V. Legrand， op. cit. 16)， p.12 ets; A. Gourio， La reforme du credit a la 
consommation， JCP. edE. 2010 1675， p.16 ets; N. Rzepeck， La reforme du credit主
la consommation， Petites a仔iches23 juilet 2010， p.12 ets; G. Raymond， op. cit. 11)， 
p.14 ets; M. Roussille， Loi Lagarde du 1" juillet 2010: reforme du credit a la 
consommation， Gazette du Palais 24 25 juin 2011， p.10 etsなどを，また本改正後の
リボノレピングによる与信に関係する規律が生じさせるであろう誇争点について検討
するものとして， V. Legrand， Le credit renouvelable v乳-t-ildevenir responsable?， 
D. 2011， p.1990 etsを参照した。
18) N. Rzepeck， op. cit. 17)， p.14参照。またこの与信の問題はその額ではなくその性
質にある，その額がいくらであれこの与信の性質とリスクは同じであるなどとして
同様にこの下限を詳縮に批判する者として，例えばP.Flores， op. cit. 7)， p.22を参照
した。
19) S. Mendes-Gil， op. cit. 16)， p.55参照。
20) G. Raymond， op.cit. 11)， p.14. 
21) 以上S.Mendes-Gil， op. cit. 16)， p.56参照。





Flores， op. cit.‘7)， p.22参照。
ではこの確認の結果， {，昔主が過剰な債務を負っていると判断する場合に，与信者
l立与信を拒絶するまでの義務&負うのか。この陀題について， V. Legrand， op. cit. 




24) S. Mendes-GiI， op. cit. 16)， p.56. 
25) fJUえlまN.Rzepeck， op. cit. 17)， p.14など。また J.Calais-Auloy = H. Temple， 
op. cit. 7)， p.443もこれによって実際に過剰債務の件数が減少することには懐疑的で
あるが，矛盾する雨要請の潤の綱渡りをしている立法者を慮っている。
26) M. Roussille， op. cit. 17)， p.11.また V.Legrand， op. cit. 16)， p.16は，この与信そ
して過剰j債務への対処は法の欠紋を埋めるための判例の助けがあってはじめて有用
なものとなるとする。
27) この規律の消費者法としての性質については， J. Calais-Auloy= H. Temple， op. cit 
7)， p.653 etsを参照。
28) 今殺の改正以前までの改正の経緯については， J. Calais-Auloy = H. Temple， op. cit. 
7)， p.654 ets; Y. Picod H. Davo， op. cit. 7)， p.357 ets; S. Piedeliとvre，Les nouvelles 
rとglesrelatives au surendettement des particuliers， JCP. ed. G. 2010， p.1578; N. 
Sauphanor-Brouillaud， La loi n() 2010-737 du 1" juillet 2010 portant reforme du cre-
dit a la consommation (2' partie): les dispositions relatives au surendettement， 
RDC. janvier 2011， p.143 ~参照した。邦詩文献としては， 1998年の改正までにつ
いては， とりわけ町村泰貴「フランス消費者倒産の実務(上)(中)(下)J商学討究
47巻2・3号 253頁以下， 4号 193頁以下， 49巻 2・3号 73頁以下や，後藤ほか・






法」商学討究 47巻 l号 269頁以下を， 1998年改正時点のものとして，後藤ほか・
前掲注 11)88頁以下を，さらに主として保証人の保護の規律佐検討する観点から
1989年法とその 1998年の改正について，大沢慎太郎「プランスにおける保証人の









Vingt et un ans aprとs:la nouvelle reforme des procedures de traitement des situa時
tions de surendettement par la loi nO 2010-737 du 1" juilet 2010 sur le credit a la
consommation， RTD. com. 2010， nO 3 ets; P. Flores， La reforme de la procedure de 
surendettement du 1" juilet 2010， AJ fam. janvier 2011， p.10 ~参照した。
31) 既述のようにこのうち改正の重点は予防よりもこれからの回復そなす手続に霞か
れているが，このことは少なからね論者において認識されている。例えば， S. Piト
deliとvre，op. cit. 28)， p.1579; N. Sauphanor-Brouillaud， op. cit. 28)， p.143 ets; S. Gjト
dara-Decaix， Le nouveau visage des procedures de surendettement des particuliers. -
Presentation de la loi du 1" juilet 2010 po巾 ntreforme du credit a laconsommation， 
弐evuedes procedures collectives nO 4， juilet 2010， etude 20， nO 1など。
32) Projet de loi， expose des motiぬ
33) こうした本改正の目的については， S. Piedeliとvre，op. cit. 28)， p.1580; V. Vigneau = 
A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2594; N. Sauphanor-Brouill乱ud，op. cit. 28)， p.143 etsなど
を参照した。
34) V. Vigneau = A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2594. 
35) N. Sauphanor-Brouillaud， op. cit. 28)， p.145; S. GjidaraωDecaix， op. cit. 31)， nO 1; 
V. Vigneau = A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2594参照。
36) 今般の改正のうち消費者信用に関する部分についてはいうまでもなし過剰債務
手続に関する改正についても少なからぬ解説が著されており，以下についてはこの
うち次の文献ぞ主として参照した。 J.CalaisωAuloy H. Temple， op. cit. 7)， p.655 
ets; Y. Picod = H. Davo， op. cit. 7)， p.358 ets; G. R呂戸nond，op. cit. 11)， p.18 ets; E. 
Russo， La reforme de la procedure de surendettement des particuIiers dans la loi du 
1" juilet 2010， LPA. 5 juilet 2010， p.3 ets; S. Gjidara-Decaix， op.cit. 31); S. Piede 
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liとvre，op. cit. 28)， p.1577 ets; G. Paisan， op. cit. 30); P. Bouteiller， Les dispositions 
relatives au traitement des situations de surendettement instituees par la loi nO 2010ω 
737 du 1" juilet 2010， Dr. et patr. octobre 2010， p.70 ets; J. Julien， op. cit. 7)， p.17 
ets; V. Vigneau = A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2593 ets; N. Sauphanor-Brouillaud， 
op. cit. 28)， p.142 ets; P. Flores， op. cit. 30)， p.10 ets; T. Le Bars K. Salhi， Les nou 
velles procedures de traitement du surendettement des particuliers Cloi nO 2010-737 
プランスにおける消費者の過剰債務問題への対策
du 1" juillet 2010 et decret nO 2010-1304 du 29 octobre 2010)， Procedures janvier 
2011， p.6 ets.また銀行と過剰債務状態にある穣客との関係について検討する中てv
今般の過剰j債務手続の改正がこれにもたらしたものとその限界について検討する，
A. Cathelineau-Roulaud， Banque et surendettement， CCc. avril 2011， p.7 etsも参照
した。
37) V. Vigneau = A. Lauriat， op.cit. 14)， p.2595. 
38) S. Gjidara-Decaixヲop.cit. 31)， nO 4. 




40) V. Vigneau = A. Lauri乱t，op. cit. 14)， p.2595. 
41) V. Vigneau = A. Lauriat， op.cit. 14)， p.2595 ets. 





43) S. Gjidara-Decaix， op. cit. 31)， nO 36 
44) V. Vigneau = A. Lauriat， op.cit. 14)， p.2596. 
45) S. Piedeliとvre，op. cit. 28)， p.1583. 
46) P. Flores， op. cit. 30)， p.16. 
47) 法 333-2-1条は， この支払の停止または禁止の他にも， 5芝生計闘協定書や委員会
が課しまたは勧告する措震に反する弁済等についても，同様にこれぞ無効としうる
旨定めるものである。
48) 破毅院第一民事部 2002年 1月22B判決Bull.civ. 1 nO 26は，過剰!債務手続の関
始によって可能になるのは債務に憶する執行手続の停止のみであって，強制j退去手
続ではないとする。
49) P. Flores， op. cit. 30)， p.17; E. Russo， op. cit. 38)， p.9参照。
50) E. Russo， op.cit. 38)， p.9. 




図との間の矛盾{::指摘する者もある。 G.Raymond， op. cit. 11)， p.19.またこの点に




53) E. Russo， op. cit. 38)， p.9; G. Paisan， op. cit. 30)， nO 16; T. Le Bars = K. Salhi， 
op. cit. 38)， p.8参照。
54) G. Paisan， op. cit. 30)， nO 16. t，こだしその実効性について，例えばP.Flores， op. cit. 
30)， p.13は懐疑的である。
55) S. Gjidar且 Decaix，op. cit. 31)， nO 13によれば，債務者の返答がない場合も承諾の
拒否にあたるとする。
56) P. Flores， op. cit. 30)， p.17は， この短縮化の浬由として， 10年は主主きに過ぎ，債
務者がこれほと、長期間の計画の重みに溺えられないことや，この潤に新たに過剰j債
務事件の係属-a-正当イじするような事情が生じる恐れがあることを挙げている。
57) J. Julienヲop.cit. 7)， p.20. 
58) S. Piedeliとvre，op. cit. 28)， p.1583. t，こだしこうした統計から裁判官の認可を不婆と





59) V. Vigneau = A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2598. 
60) V. Vigneau A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2599; S. Gjidara-Decaix， op. cit. 31)， nO 17 
参照。
61) V. Vigneau = A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2599; Projet de loi， expose des moti合;S. 
Piedeliとvre，op. cit. 28)， p.1584. 
62) S. Gjidara-Decaix， op. cit. 31)， nO 21; E. Russo， op. cit. 38)， p.6参照。
63) S. Gjidara-Decaix， op.cit. 31)， nO 21; P. Flores， op.cit. 30)， p.17参照。
64) G. Paisan， op. cit. 30)， nO 6; J. Julien， op. cit. 7)， p.22. t，こだし S.Piedeliとvre，op. cit. 
28)， p.1583は同金庫にのみこうした特典を与える潔白について批判的である。
65) S. Piedeliとvre，op‘cit.28)， p.1584. 
66) 以上の今般の改正による裁判上の清繁を伴わない個人更生手続の創設の趣旨と
意義について，特に S.Gjidara-Decaix， op. cit. 31)， n" 22; S. Piedeliとvre，op. cit. 28)， 








(旧法 331-7-1条)に回帰したとの指摘もある。 E.Russo， op. cit. 38)， p.6. 
67) この裁判上の清算を伴わない個人更生手続について，以下の注に挙げる文献の他
にも，向手続についてE当事者の異議申立ての有無に従ってこれを比較的詳細に解説
する文献として， E. Sander， La reforme de la procedure de retablissement person 
nel， AJ fam. janvier 2011， p.24 etsを参照した。
68) G. Raymond， op. cit. 11)， p.22参照。
69) V. Vigneau A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2599; P. Flores， op. cit. 30)， p.11参照。
70) S. Gjidara】Decaix，op. cit. 31)， nO 23. 
71) S. Gjidara-Decaix， op. cit. 31)， nO 25; V. Vigneau A. L乱uriat，op‘cit.14)， p.2600 
参照。
72) なおこの過剰債務手続の管轄は現在は小審裁判所に帰属しているが，これまで執
行裁判所に帰属していたところ， 2010年 12月22日の法律第 1609号により 2011年
9月l臼からこれに移行したのである。
73) S. Gjidara-Decaix， op.cit. 31)， nO 26; V. Vigneau A. Lauriat， op.cit. 14)， p.2600 
参照。
74) S. GjidaraωDecaix， op. cit. 31)， nO 27. 




も， E. Sander， op. cit. 69)， p.26 etsを参照した。
78) S. Gjidara-Decaix， op. cit. 31)， nO 28; V. Vigneau = A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2600; 
J. Julien， op. cit. 7)， p.21参照。
79) G. Paisan， op. cit. 30)， nO 8; S. Piedeliとvre，op. cit. 28)， p.1586; N. Sauphanor・m
Brouillaud， op. cit. 28)， p.152参照。
80) 以下の過剰債務委員会の法的性質の問題について， とりわけヨーロッパ人権条約
第6条との関係から検討する， N. Sauphanor-Brouillaud， op. cit. 28)， p.149 ets; G. 
Paisan， op. cit. 30)， nO 25 ets; P. Flores， op. cit. 30)， p.13; G. Raymond， op. cit. 11)， 
p.21などを参照した。
81) 例えば，その旨判示する破段続第二民事部2003年 12月 18日判決 Bil.civ. I n" 
3970 
82) P. Flores， op. cit. 30)， p.13. 
83) 以上については， とりわけ G.Paisan， op. cit. 30)， nO 26 ~と参照した。
84) 以上について，特に G.Paisan， op. cit. 30)， nO 27; P. Flores， op. cit. 30)， p.13を参
源。
85) G. Paisan， op. cit. 30)， nO 27.また P.Flores， op. cit. 30)， p.13 :("立法者は最終的
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には小さな利主主のために大きなリスクそ脅したとして， これに批判的で、ある。
86) 以下に述べるデータベースに関する今般の改定については， S. Gjidara-Decaix， 
op. cit. 31)， nO 40 ets; G. Raymond， op. cit. 11)， p.22 ets; V. Vigneau = A. Lauri丘t，
op. cit. 14)， p.2600; G. Paisan， op. cit. 30)， nO 18; E. Russo， op. cit. 38)， p.9 ets; J. Ju 
lien， op. cit. 7)， p.22 ~参照した。
87) 以上の点について改正の趣旨と残された課題について， S. Gjidara-Decaix， op. cit. 
31)， nO 40; V. Vigneau = A. Lauriat， op. ciι14)， p.2601 ~ケ参照。




注28)14 J[以下，山本・前掲注 28)142 J[以下(いずれも 1989年法持点)合参照し
Tこ。
90) 本改正の残した以下の課題については， S. Piedeliとvre，op. cit. 28)， p.1586; V. Vi-
gneau = A. Lauriat， op. cit. 14)， p.2602; J. Julien， op. cit. 7)， p.23を参照した。
276 
